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水産資源の持続可能に関するゲーム学習の研究 

 
安藤令華、小林真子、田中秀幸、田中雄貴、山下莉奈 

（日本大学商学部秋川卓也研究室） 

 
要旨  

かつてから「魚食」は我が国の食文化に代表され、近年では世界的にブームとなっている。このような需要拡大に加え、

人口増加により、ここ50年間で消費量は約5倍になった。しかしその結果、過剰漁獲や違法漁業が台頭し、水産資源の枯

渇が深刻な問題となっている。過剰漁獲や違法漁業の原因となっている消費者の意識と行動を問題視し、資源問題に貢

献する意識に変革を図ることを目的としたゲーム学習方法を開発した。本論文では、ゲーム学習の効果を検証した。 
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１． はじめに 

我が国は島国であるという特徴ゆえに、漁業

が盛んに行われてきた。気候や海流の条件の良

さから生産量が高く、「水産大国」と呼ばれてき

た。近年では、世界的な人口増加に加え、健康

志向等により、海外でも魚食がブームとなって世

界の消費量は増加の一途を辿っている。 

こうした需要拡大で資源状態を考慮しない漁

獲が台頭し、水産資源の枯渇が深刻な問題とな

っている。これに対して日本政府は漁獲規制や

違法漁船の取り締まりを行っているが、十分に機

能していないのが現状である。その背景には、

過剰漁獲を強いる流通と、それを支持する私た

ち消費者の存在が大きく関係している。したがっ

て、この問題の解決には資源問題に対する消費

者の意識と行動の改革が求められるのである。 

こうした背景を踏まえ、本論文では、消費者の

意識と行動を変えることを目的とした「ゲーム利

用による体験学習」を開発し、その検証を行う。 

 
２． 水産資源の現状 

２．１ 世界における水産資源の現状 

水産資源は、産卵・成長・世代交代を繰り返

す再生産システムで維持されている。この循環

に影響を与えない、資源状態を考慮する適切な

量の漁獲を行え続ければ、資源の永続的利用

が可能となる。 
しかしながら、循環を途絶させる過剰漁獲で

水産資源は枯渇の危機に直面している。国際連

合食糧機関（以下、FAO）が発表した世界の水

産資源における資源評価によれば、2015 年時

点で約 33％が過剰利用または枯渇状態にあり、

加えて約 60％が適正レベルの上限近くまで漁

獲され、これ以上の生産増大が見込めない状態

にあると評価されている。約 9割の資源が枯渇あ

るいはそれに近い状態にあることから、深刻さは

明らかである（図1）。2006年にサイエンス誌では、

何の対策も講じず現状のままの漁業が継続され

れば 2048 年には食用魚が絶滅するとの試算が

公表されている。 
 

 
出典：Food and Agriculture Organization of the 

United Nations ,Global Trends in the 
State of the World’s Marine Fish Stocks, 
1974–2015. 

図１ 世界の水産資源の動向 

 
２．２ 日本における水産資源の現状 

我が国でも例外ではなく、深刻さは大きい。水

産庁が発表している日本の領海を対象にした食

用魚 50 魚種 84 系群の資源評価では、枯渇ある

いはそれに近い状態にある資源は 83％にのぼ

っている（図 2）。2030 年の漁業生産量では、日

本は他国に比べ圧倒的に生産量が減少してい

ることが予測されている（図 3）。 
２．３  過剰漁獲・違法漁業について 

ここでいう「過剰漁獲」とは、資源の増加分を

超えずに持続的な漁獲を可能とする最大量であ

る最大持続生産量を超えた漁獲を意味する。そ

の要因として、水産資源の所有権における特徴

がある。水産資源の所有権は海を泳いでいると

きには誰にも帰属しない。したがって、漁獲制限
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がない状態では自分が漁獲を控えたとしても他

者が漁獲してしまうため、「先取り競争」が生じや

すく、過剰漁獲が発生しやすい。 
 

 
出典：水産庁 「水産白書―平成 28 年版―」 
図２ 日本の水産資源状況 

 

 

出典：THE WORLD BANK (2013), Fish to 2030 
Prospects for Fisheries and Aquaculture. 

図３ 2030 年の漁業生産量の予測 

 

政府は魚種ごとに漁獲量の上限を設定し、漁

業管理をする TAC 制度をはじめとした漁獲規制

を行っている。しかし、規制に反して漁獲する違

法漁業は後を絶たず、規制が機能していない現

状にある。違法漁業は年々悪質・巧妙化が進み、

現在では市場流通量の約 4 割が違法漁業によ

るものと言われている。 
２．４ 過剰漁獲・違法漁業の発生要因 

過剰漁獲や違法漁業が行われる背景に水産

物流通が大きく関係している。水産物流通には

消費者、流通業者、漁師（生産者）の3者が関与

する。消費者の需要に基づいて漁師が漁獲し、

それを流通業者が消費者に販売する構造が成

り立っている。消費者の「安く買いたい」という要

望が強ければ、それを競争的に応える流通業者

は薄利多売を強いられ、結果的に漁師は市場

の要求に応じ、大量漁獲をせざるをえない。そ

の結果、過剰漁獲や違法漁業が後を絶たなくな

るのである。 
しかし、根本原因である消費者意識が変革す

れば過剰漁獲は抑えられ、資源枯渇が防がれる

可能性を見出すことができる。その具体的な方

策が次節で紹介する「MSC 認証制度」である。 
 

３． 持続可能な漁業 

３．１ MSC 認証制度 

現在、過剰漁獲や違法漁業ではない漁業を

証明するものとして「MSC 認証制度」が存在す

る。  
MSC 認証制度とは、1997 年に世界最大規模

の自然保護団体である世界保護基金（以下、

WWF）と当時水産物加工食品を販売していた

世界最大級の消費財メーカーであるユニリーバ

によって設立された海洋管理協議会（以下、

MSC）が、過剰漁獲による水産資源の枯渇防止

および資源の持続可能性促進のために定めた

制度である。この制度は、海洋環境の保全や資

源量の維持・増加だけでなく、漁業者の生計維

持も目的にしたものであり、MSC が独自に作成

した「持続可能な漁業のための原則と基準」に従

って第三者機関が審査を行い、資源に配慮した

漁獲を行う漁業ならびに漁業者に対し認証を与

えるものである。 
ここでいう「持続可能な漁業のための原則」と

は、①資源の持続可能性、②生態系への影響、

③管理システムの3つがあり、資源量に配慮した

漁獲かつ資源における再生産システム等を維持

または回復させる漁業であることや持続可能な

資源利用における法整備等の管理体制の構築

が行われていることなどが内容として設けられて

いる。 
認証はこのような原則に基づき、魚種・漁法・

水域・漁船の項目にて厳格に審査される。その

ため、この認証を受けることは違法漁業や過剰

漁獲を行っていない漁業であるという証明にな

る。 
３．２ MSC 認証ラベル 

 先の漁業認証に加え、流通上の認証である

CoC（Chain of Custody）認証も存在する。これは

水産物の流通経路の可視化、すなわちトレーサ

ビリティを確保する仕組みであり、流通上にて

MSC 認証を受けていない水産物の混入を防ぐ

制度である。認証を取得した各業者を介した水

産物には「MSC 認証ラベル」および「海のエコラ

ベル」（図4）が貼付され、消費者が認証されてい
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ることを認識できるようになっている。生産から流

通・加工・販売において厳格な審査・管理を通っ

た水産物に貼付される「MSC 認証ラベル」は、

末端の消費者が資源に配慮された水産物とそう

でない水産物の判別を可能にする。消費者がラ

ベルの付いた水産物商品を積極的に購買する

ようになれば、資源に配慮した漁業の促進に繋

がり、結果として違法漁業や過剰漁獲の根絶が

実現できる。 
 

  
出典：海洋管理協議会 日本事務所 

図４ MSC 認証ラベル 

 

３．３ MSC 認証制度及びラベルの課題 

MSC 認証の普及において、消費者における

認知の低さが大きな課題となっている。MSC が

我が国で 2016 年に行ったラベルの認知度を測

る調査では、「一度も見たことがない」と回答した

人が 78％にも及ぶことが分かった。これは調査

対象である 22 か国の中で最下位である。 
厳格な認証制度ゆえに、その維持のコストも

大きくなるため、認証されている水産物商品（以

下、MSC 商品とする）の価格帯も高くなる。よっ

て、商品に手を出さない消費者も存在すると考

えられる。その結果、MSC商品を取り扱う店舗が

少なくなり、認証の取得コストを補てんできない

理由から認証取得を控えるという負の連鎖を引

き起こしている。 
つまり消費者に MSC 商品を認知してもらい、

購買する意義を理解させることがこの問題を解

決する糸口であり、水産物における持続可能な

世界を実現させる一歩であると考える。 

 

４． 提案 

４．１ コンセプト 

消費者が MSC 商品の購買における意義とそ

の重要性を理解できない理由を、社会心理学の

「環境配慮行動の要因連関モデル」で説明でき

る。同モデルによれば、①資源問題は目に見え

ない海中で起きているため「危機感」が持ちづら

いこと、②問題構造が複雑なために「責任感」を

持てないこと、そして③問題に対して影響を与え

る自身の行動が理解できないため「有効感」なら

びに「当事者意識」を持てていないことの 3 点が

クリアされることで環境配慮行動、すなわち MSC
商品の購買が生み出されると考えられる。 

そこで我々は「ゲームを利用した体験学習」を

提案したい。ゲームには、複雑な現実を単純化

して体験させることができるという点に加え、遊び

要素や交流性などの要因が組み合わさることで

学習活動への意欲を高められるという利点があ

る。仮想環境にて意思決定を行い、その結果を

体験することで消費者に当事者意識を持たせる

こと、また交流者同士で楽しく学べることができる

という点でゲームという方法を選択した。 

調査した結果、MSC 商品購入の重要性や消

費者の水産資源に対する影響を理解させるゲ

ームは存在しなかった。そこで新たな資源教育

のカードゲームの制作を行うこととした。 

ゲーム制作では、先取り競争が起こる現象を

再現するために、共同で利用可能な水産資源

の所有権は未確定のもとにあるという「所有権理

論」と経済学における「共有地の悲劇」（自由を

信じる社会の中で、全員が自己利益の最大化を

追求すると資源枯渇が起きるという法則）の 2 つ

の考えを参考にした。 

４．２  ゲーム概要 

図 5は完成したカードゲームの外観である。ゲ

ームは4人対戦で 3セット行う。各セットで資源を

維持しつつ、複数の海洋に存在する共有資源

から購入できた数の早さを競う。1セットは以下の

流れで行う。 

①  資源を選択する 
各プレイヤーは魚を購入する消費者として、

MSC で認証された資源か未認証の資源のいず

れかから購入を選択する。前者を選択した場合、

資源の持続性を保証する購入（安全な数量での

購入）ができるが、後者を選択した場合では数

量の確保と引き換えに持続性を損なうリスク（数

量がランダムに決まる）が伴う。 
②  魚を購入する 

購入する資源を掛け声に合わせ一斉に公開

し、各プレイヤーは時計回りの順で海洋から魚を

購入する。 
③ 水産資源を回復させる 

全プレイヤーの購入後、各海洋の魚を 2 匹ず

つ回復する。 
③  ポイント計算 
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1 セットは、プレイヤーが目標購入数である 15
匹を購入し終了するか、その途中で 1 つでも海

洋の魚を絶滅させると終了する。終了後、獲得し

た魚に応じてポイントが与えられる（表 1）。 
 

図５ 完成したカードゲーム「サステナゲーム」 

 

表１ ポイント計算 

目標到達 到達した人のみ＋10 ポイント獲

得。他のプレイヤーは 0 ポイント。 
絶滅 MSC認証魚 1枚につき＋1ポイン

ト。未認証魚 1 枚につき－1 ポイン

ト。絶滅させた人は、MSC 認証魚

のポイント計算は行わず、未認証

魚のみのポイント計算を行う。 
 

このゲームを 3 セット行うことで、プレイヤーは

目先の利益を求めて絶滅リスクのある選択をす

るか、将来の資源確保を踏まえた自重ある選択

をするかという葛藤を当事者として体験でき、

MSC商品購入の重要性を理解できるものになっ

ている。ゲームで得た気づきをより定着させるた

めに、ゲーム終了後には動画閲覧やプレイヤー

同士の議論で振り返り学習を行う。これにより、

自分の意思決定がいかなる結果をもたらしたの

かについて理解する。 

 

５．ゲームの有効性における検証 

ゲーム体験会は進行役を設けて、①導入、②

ゲーム体験、③振り返り、④アンケートの順で行

った。ゲーム体験会は 9 回実施した。以下はゲ

ーム体験会の流れの詳細である。 

① 導入では、水産資源の現状を伝え、魚が減

少していることを認識してもらう。また、消費

行動が資源にどのような影響を与えるのかを

知って欲しい、といった趣旨を伝える。 
② ゲーム体験では、始めにルール説明を行っ

た。ここで注意すべきは、MSC ラベルの説

明をする際、MSC ラベルを選択することの

利点は伝えないことである。これは、ゲーム

内で起こる仮想環境の変化の情報のみでラ

ベルの意味や効果を実感してもらうことを狙

いとするためである。また、体験者がラベル

なしを選択したくなるように導くことで、ゲー

ム内で資源の枯渇が起きる可能性を高める

ことができる。これにより、仮想環境内での失

敗を強く意識づけ、MSC ラベルを選ぶこと

の意味をより理解してもらう。ルール説明を

行った後、デモンストレーションでゲームの

流れを再確認してから、ゲームを始める。デ

モンストレーションを行うのは、ルールの理

解不足が学習理解を妨げないためである。 
③ 振り返りでは、ゲーム体験者でディスカッショ

ンを行ってもらい、お互いに MSC ラベルの

利点や資源への消費行動の影響を確認し

てもらう。その後、進行役がMSCラベルの意

義を説明した。 
④ 最後に、アンケートでゲーム体験者の MSC

商品に対する評価を測定した。 
 

ゲーム体験者から以下の感想を得た。 

●ゲーム性について 

・絶滅させずに、勝つためのゲームバランスが

絶妙で周りとの駆け引きが面白い 

・子どもの教育だけでなく、大人も楽しみながら

良かった 

・短時間でテンポよく進むので飽きないで楽しめ

た 

・想像以上にゲーム性があり楽しめた 

・魚の獲り過ぎが可視化されていることでわかり

やすかった 

●当事者意識について 

・まさか自分が資源にダメージを与えているとは

思いもしなかった 

・水産資源の問題を解決するためには、全員で

協力しないといけないと感じた 

・自分たちにできることはすぐそこにあるとわかっ

た 

・いつも買っている商品が、実は資源にダメージ

を与えていると感じさせる良いゲーム 

・問題意識を持ちにくいテーマについて、分かり

やすく学ぶことができる良いツール 

・自分の行動が魚の絶滅に繋がっていることを

学べた 
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●専門家より 

・消費者が自分の立場を考えるきっかけとして良

いツールだ 

・MSC 商品を買うことで、水産資源が保たれると

いうことが理解できる 

●体験者からの購入の声 

・MSC 商品を見つけた瞬間、嬉しくて思わず飛

びつきました 

・早速、MSC の紅鮭のおにぎりを買いました 

・鮮魚、おにぎり、冷凍品の各売り場で見つけま

した 

 

さらに、ゲームの有効性を検証するためゲー

ム体験者に MSC ラベルの評価を問うアンケート

を実施した。 

検証方法は、計 338名を本ゲーム体験者のA
グループ(194名)とMSC商品に関する説明動画

（非営利団体が公開している動画）の閲覧者の

B グループ(144 名) の 2 つに分け、それぞれ体

験後と閲覧後に、下記のようなMSC商品の支払

意思額と他人への推薦度を測るアンケートに答

えてもらい、その結果を比較した。 
 

●支払意思額 

あなたがお店でマグロの切り身を買おうと思った

とき、MSC ラベルがついていない商品が 300 円

であるならば、MSC ラベルの付く商品はいくらま

でなら購入しますか (※商品の質・見た目・内容

量は同じとする)。 

 

a. 300 円  b. 310 円   c. 320 円   d. 330 円 
e. 340 円  f. 350 円   g. 360 円   h. 370 円 
i. 380 円   j. 390 円   k. 400 円   
l.それ以上（   円）  n. 300 円未満（   円） 

●他人への推薦度 

あなたが MSC 商品を友人や同僚に勧める可能

性はどのくらいありますか。数字に○を記してく

ださい。 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

←可能性はない             可能性がある→ 

 

アンケートから得られた結果を平均で比較す

ると、支払意思額はAグループが 361.3円、Bグ

ループ 326.7 円となり、A グループ（ゲーム体験

者）の方が 34.6 円高い額を示した。推薦度に関

しても、A グループ 7.2、B グループ 4.8 となり、A
グループの方が 2.4 高かった。 

しかし、グループ間の比較において、年齢や

職業などの属性の違いが大きく影響している懸

念がある。そこで傾向スコアを用いた共変量調

整を行った後にマッチングさせる方法でグルー

プ間の属性の違いを可能な限り排除した比較を

行った。共変量として、年齢(8 段階)、性別ダミー、

学生ダミー（学生か否か）の 3 変数を用いた。ロ

ジスティック回帰分析で計算された傾向スコアで

マッチングを行った。マッチングがうまく行かない

サンプルは分析から外した。ペアを構成したグ

ループ間を比較した結果、支払意思額の差は

調整前の34.6円に対して、調整後は約30.1円と

なった。同様に推薦度は2.4から約2.1となった。

調整後の平均の差について、2 つの値とも有意

であった。 

以上の結果から、動画閲覧よりもゲーム学習

の方が MSC 商品の重要性を理解させるツール

として効果的であると結論付けられよう。 

 
６． 普及活動 

本ゲームの普及を行うために、ゲーム体験会

の開催だけでなく、ゲームが我々の手元を離れ

多くの方々に使用していただけるように、マニュ

アル作成、YouTube へのプレイ動画の公開、ゲ

ームキットの無料ダウンロードを行った。 
普及活動を続ける中で、読売新聞をはじめと

する 5 つのメディアで、ゲームと私たちの活動を

紹介していただいた。ベネッセコーポレーション

の小学4年生向け教育教材で私たちの活動とゲ

ームを紹介していただいた。メディアを介してゲ

ームの認知が高まり、ゲームの譲渡も実現した。

府中市の市民団体、WWF ジャパン、海洋管理

協議会アメリカ事務所などにゲームを譲渡するこ

とができた。 
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